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図 ２ 県内における業務上疾病発生状況の推移
（平成２６年～令和５年〔疾病別：新型コロナウイルス感染症除く〕）
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図 １ 県内における業務上疾病発生状況の推移

（平成２６年～令和５年〔疾病別：新型コロナウイルス感染症含む〕）

１ 県内における業務上疾病の発生状況（図１～図５、表１）
（１）新型コロナウイルス感染症を除く業務上疾病者数は、令和元年（109
人）以降、毎年増加しており、令和５年には157人（前年比6.8％増）と
なった。

（２）上記（１）のうち「災害性腰痛」は101人（前年比7.4％増）となり、新型
コロナウイルス感染症を除く業務上疾病者数に占める割合は64.3％で
あった。また、業種別の内訳は、保健衛生業が35.6％、商業・金融・広告
業が22.8％を占めた。
（参考）新型コロナウイルス感染症を含む業務上疾病の推移は図１参照

２ 沖縄労働局における主な取組み
新型コロナウイルス感染症を除く業務上疾病の64.3％を災害性腰痛が占めることから、

（１）腰痛の予防を図るため、安全衛生教育の実施及び身体的負担の軽減に向け、転倒予防も含めた「転倒・腰痛予
防対策」、「SAFEコンソーシアム」、「高年齢労働者の健康づくり」や助成金支援（参考資料１）や腰痛予防アド
バイザー事業（参考資料２）の活用を周知する。

（２）その他業務上疾病の対策として、産業保健活動支援やメンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支援、化学物質
管理など、さまざまな対策と支援を行っていく（参考資料１）

添付資料及び詳細については、沖縄労働局のホームページをご参照ください。
なお、担当部署は、沖縄労働局　労働基準部　健康安全課（電話番号 098-868-4402）です。

令和5年の沖縄県における業務上疾病の発生状況
～「新型コロナウイルス感染症を除く業務上疾病者数が前年比6.8％増～
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業務上疾病の対策と支援一覧

（平成26年～令和５年〔業種別〕）（平成２６年～令和５年〔業種別：新型コロナウイルス感染症除く〕）（平成２６年～令和５年〔疾病別：新型コロナウイルス感染症除く〕）

図１　県内における業務上疾病発生状況の推移
（平成２６年～令和５年〔疾病別：新型コロナウイルス感染症含む〕）

図５　県内における災害性腰痛発生状況の推移図３　県内における業務上疾病発生状況の推移図２　県内における業務上疾病発生状況の推移

（資料出所） 沖縄労働局 「業務上疾病調」
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